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経済学研究 38国3
北海道大学 1988.12 

<研究ノート>

社会情報の真実性について

是永純弘

はじめに

いわゆる情報化の進展， とりわけ情報処理・

通信機器(ハード)とそのシステムを操作する

技術が急速に発展して，処理される社会情報は

ますます多様・大量・高速になり，その伝達範

囲も広がっている。情報処理・通信技術のめざ

ましい発展は，生産過程における情報処理(情

報システム管理)労働の比重を増大させるとと

もに，情報・通信産業そのものとこれに関連す

る産業諸部門の役割を急速に強め，産業構造を

大幅に変化さぜている。「経済ソフト化」ある

いは「サーヴィス経済化」などといわれるこの

ような社会的傾向は，その内容がまだ必ずしも

十分明確にされてはいないが，統計をもふくむ

多様な社会情報の作成とその利用の意義がます

ます高まりつつあることは否定しがたい事実で

ある。

いうまでもなく，多様な社会情報が大量に公

開され，いろいろな目的のために自由に利用さ

れることは，社会全体の民主化の進展をしめす

量伏なバロメータの一つである。しかしながら

社会情報の公開とその利用が発展しでも，それ

はただちに正しい社会認識が深まることを意味

しない。正確な社会認識のために社会情報を利

用するのを阻む幾つかの困難や障害のあること

を見逃すことはできなし、。

その第1は正確な個別情報を獲得し利用する

ことの困難である。情報処理・通信技術とくに

そのためのハードウエアが如何に急速に発展し

ても，素材として与えられ利用される情報自体

の正確性が保証されなければ，正確な社会認識

は不可能であり，むしろ多くの場合かえって事

実誤認の源となり，大量の情報利用は本来の意

図と目的に反して，氾濫する情報の誤用ないし

は濫用になってしまう。この困難を克服するに

は，まず正確な情報の獲得を妨げる諸要因を検

討し，これに対する対策を考察しなければなら

ない。

第2はバランスのとれた情報システムを確立

することの困難である。われわれの認識しよう

とする社会は複雑な構造をもちその変化も極め

て多様かつ構造的であるから， これを正しく捕

えるためには社会認識も多面的，構造的でなけ

ればならない。そのためには社会の現状とその

変化の過程についての，精粗さまざまな，一面

的な個別情報をただ断片的に利用するだけでは

不十分であって，全体的，全面的な情報のバラ

ンスのとれたシステムが必要である。このシス

テムの確立を妨げる諸要因についてもまた多面

的に検討しなければならなし、。

ところが社会についての有力な数値情報の一

つである統計については，すでに半世紀以上も

前に，統計情報を正しく理解しその真実性(後

に述べる信頼性と正確性)を吟味・批判するた

めの理論的な基盤が与えられている。略川虎三

による「統計の信頼性と正確性の研究」が世界

的にみてこの種の統計研究1) (以下，略川理論

とよぶ)の先駆的な試みであり，その他に系統

1)賂川虎三『統計利用における基本問題Jl[現代語
版3産業統計研究社 (1988年〉。
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的な研究としては，

しく検討した O.Mor肝nsternによる経済統

計データの費 (qua1ity) についての，検討2)

の例がある。こうした研兜の結果念基礎にしな

がら，社会情報の利用にかかわる現夜の諸賂麓

錨別的な社会情報。信頼性と正確設のおよ

び社会情報システムの盤億の滞酷から吟味・検

討するのが， この研究ノートの閥的である。

I 社会情報の糞実性を競走する諸要器

社会の現状とその醗史的変化の状汎な正確に

認識する (fact-五nding)には，まず一定の目

的のもとで，正確な細別↑警報を社会認識の特殊

いし

どとよばれる一一ー

によって獲得しなければならない。 L、いかえれ

ば，イ磁剖情報は癌々の社会的毒事実のましい挟像

でなければならなL、。観察.ilIU畿の結巣として

の情報というー穫の[挟像jを用いて社会を正

確に認識するためには， この「霊長畿Jをとらえ

るための特殊な認識行為，つまり開資活動の特

設を明らかにし，その成否を規定する要閣をよ

く知っておくことが必要である。高い意味での

寵察，観測，設tl議諜定などについても一議的

に言えるように調査の離も重要な目標はいう

まで、もなく与えられた条件のもと

に把握ないしは反殺するにある。この点で;i'iい

わゆる議査も自然科学的な実験や観測とことな

らない。しかし，議査とL、う社会認識には自然

観測のような詰然認識には克られない特徴があ

る。認識の対象となる事実が自然の諾現象とは

本貿的にことなり，社会的・歴史鈴な事実であ

ることにまず，第一の区裂を認めなければなら

ないが，それにもまして重要なのは議賓という

寵議行為が行われる場の議条件の本質的な議異

る。必ずしも総ての鴎然観誤uにつし

2) On th悲 Accuracyof Economic Observations 
2. ed. 1963浜崎， UI下， fを永訳 F緩渋銭認lUの科
学』法政大学出絞局 (1968年〉。

に設えることではないが， 自然観測がいわゆる

実験寵内で鋭機対象に一定の管理条件なかなり

の程疲まで人為的に与えつつ行われるという意

味で，人為的に菅理された諸条件のもとでの観

測J(contoroled experiment)として，いわば

ぬ vitroに(試験管の中で〉行われるのにたい

して，調査はこうした条件の人為釣管理が不可

能またはきわめて閤離な状誕においでしか行え

ない，いわば invivoな(生体内の}

る。あえて吉然観測に類似jを見いだそうとすれ

ば， field experiment (管理される条件が少

数に限定されている闘場試験のような場合の観

察〉に近いが，調査にはこれとも奥なる特賞が

さらにある。

それ自体一つの社会議重きである調査部動氏

爵然観測jの場合のように観測対象な譲務者自身

の直譲の緩験を認識対象とずるのでなく，

き社会的事実についての被調査殺の体験，

知識，評{函:を必ず嬢介にして，事実の認識を行

うのが原剤であるという点に，馨しい特徴があ

る。調査の原型は密接，質問による事?警の聴取

という，一議の間接的な絞験であると言われて

いる九繍夜の結果として与えられる情報はい

わば，法支sl勾での事実認定における蹴接の物的
証拠であるよりも，その事実にかかわる証人の

証言(それも法認証言であることが多Lうに近

いと言ってもよかろう。調査のこの特徴;丸議

資活動が調査者左後調査表の間

係のもとで(しか行えない社会的認識の形態であ

ることから由来する。このことは謁査結果の内

容を理解し，その真実性を吟味するさいに極め

て重要な点になる O 白熱緩設立にもこれにf立た1911

があるとして，いわゆる

現象の観測におい

考えられている〉と畿潔対象との開の結互

用，その結果としての観測結果の不確溜性(い

わゆる議子現象の不確定性原理)に注忍して，

3)内務長表一郎『役会統計学の基本問題J第三綴第二
童書4 北海道大学図書刊行会 (1975生存) 147ベー
ジ以下。
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例えば物価調査とL、う経済的測定行為それ自体

が相対的価格体系に影響するために調査結果が

不確定的になるのも同ーの例だとする見解があ

る4)。両者の聞には一見して類似性があるかの

ようにみえるかもしれないが，そのように考え

るのは，観測と調査との本質的な差異を認めて

いないために，皮相な類推である。ここで必要

なのは，ただ外面的に相互作用をみとめること

ではなく，その内容(物理的ではなく社会的な)

を分析することである。

調査活動が行われる場，または調査を制約す

る条件としての社会関係を細かく検討してみる

と， これは調査する側(統計の場合は通常国家

またはその行政諸機関)の諸要因と調査される

側(統計調査では個人企業，その他の組織)

の諸要因，両者のあいだの相互関係という複雑

な交互作用の構造をもつことがわかる。そのな

かで調査の遂行を妨げる要因としては，古くか

ら徴税，徴兵を目的にした調査に対抗する被調

査者の逃亡，抵抗，非協力などの著名な例があ

るが，敗戦後極度の食糧危機におちいっていた

我が固における産米の強制供出(¥，、わゆるジー

プ供出)制度のもとでは，米の収穫高見込み実

測調査(稲穂の粒数検査)に対する農民の抵抗

(¥，、わゆる隠し田その他)が激しく，統計の上

では水稲の作付面積が急速に激減するという傾

向がみられた九今なお後を断たず新聞紙上を

にぎわせている徴税当局に対する納税者の抵抗

(虚偽の所得申告)， 企業が株主その他一般に

公表する財務諸表の粉飾 (windowdressing) 

など，社会情報の欺臨性を示す事例は際限なく

あげられる。こうした事例のどれをみても重要

なのは，いずれの場合札調査そのものを不可

能にしたり調査結果としての情報を歪めたりす

るものが，調査に対する抵抗，非協力，情報の

隠匿ないしはその欺臨などの被調査者の態度と

4)杉本栄一「経済的測定の本質J11経済研究J第1
巻第3号一橋大学経済研究所(1950年6月〉。
5)福島要一「米はたりないはずがなし、J11中央公論』
(1953年10月号〕。

いうすぐれて社会的な要因によっていることで

ある。こうした要因からもたらされる調査結果

の真実性の喪失，いいかえると調査結果の誤差

は，その発生原因が特定されるいわゆる系統的

誤差 (systematicerror) であることが重要

である。 L、L、かえるとこれらの誤差は調査の形

態がどうであるかによらない，つまり実態調査

であろうが統計調査であろうが，また全数調査

(センサス，悉皆大量観察)であろうが，一部

調査(標本調査はそのまた特殊なー形態にすぎ

ない)であろうが，つねに例外なし極言すれ

ばおよそ社会情報の提供，公開，のあらゆる場

合に発生する誤差である。 Mitstatistik kann 

man Alles beweisen. [統計によれば黒を白

とL、L、くるめることができる]という格言は統

計だけではなくあらゆる社会情報に当てはまる

といってもよかろう。ここで問題になる社会情

報の誤差は，統計調査のー形態として多用され

ている任意抽出標本調査法で，母集団からの無

作為抽出にともなういわゆる標本誤差(偶然的

でその発生確率が計量できる sampleerror， 

random errorなど) とは異なり， 標本理論

では一括して非標本誤差 (non-sample error) 

とよばれているものであるが，社会関係に起因

するこれらの誤差に固有の問題の検討には固有

の社会科学的研究が必要である。標本誤差の推

定，有意差の検定などの数理統計学の精密な方

法を適用しでも，こうした社会情報の誤差の態

様やその原因を究明することはできない。

ところで、統計に限っていえば，その真実性は

略川理論では統計の信頼性と正確性という 2面

に分けて考察されている。略川理論はまず統計

を定義して，その存在が社会的・客観的に規定

されている集団(存在としての集団=大量)を

物語る数値であるとする。統計が真実を語る情

報であるかどうかは， したがって，統計がわれ

われの知りたいと思う社会集団についての事実

を正しく数値情報として伝えることができるか

どうかによって定まる。以前からしばしばその

例証としてとりあげられるのは，労働統計 (1労
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働力調査J，1国勢調査jなど)における失業者

の定義である。統計上の失業者=1完全失業者」

のなかにいわゆるパートタイマーの失業を含む

べきかし、なかをめぐっては以前から批判があ

り，最近にも日本とアメリカの失業率比較とい

った形で争われている。言うまでもなく失業の

概念は現実に労働力の就業状態が調査員によっ

て実査される以前に，つまり調査の企画，質問

事項の選定の段階で明確に規定されていなけれ

ばならない。調査者はその理論的立場やイデオ

ロギーからこの概念、を規定するが，それが統計

を用いて社会的事実を認定しようとする側(統

計利用者)の概念規定と一致するという保証は

ないのが普通である(統計の作成者と利用者は

別人格であるのが普通)。こうして， 調査結果

としての統計情報にはこの概念規定上の不一致

から必然的に生ずる誤差が含まれることにな

る。 (Morgensternは， この不一致を cοnce-

ptual errorとよんでいる)。経済の基礎的範

障のほとんどについての情報は， この種の情報

の概念上の不一致を免れない。労働統計におけ

る労働力，賃金，統計分類における産業，職業

などの規定はもちろん，いわゆる利潤，費用に

ついての経済的常識と経営実践，会計原則によ

る規定(いわゆる利潤の費用化現象)，物価統

計における価格の定義，世論調査における回答

誘導的な質問事項の規定，等々例をあげればき

わめて多い。時川理論ではこうした誤差を含む

統計は信頼性を欠く統計とみなされ，調査を企

画・設計する段階(統計調査の理論的過程)に

特有の問題として詳しく分析されている。

統計の真実性のこの一面=信頼性を規定する

諸要因の検討結果は，適当な補正を加えれば，

社会情報一般の形成過程にもあてはまるといっ

てよかろう。氾濫する大量の情報の中にわれわ

れが認定したい社会的事実を忠実にではなく，

歪曲して伝えるものが多いのは，一々例を上げ

るまでもなく周知の事実である。極端にいえば

氾濫する誤報や虚報という情報公害に悩まされ

ているというのが，今日の情報化のおそるべき

一面であろう。しかもこうした虚偽情報は必ず

しも意識的に事実を歪め人びとを欺臨すべく担

造されたデマ情報に限られないところに，そし

てまた情報の受信者の側でもこれを無批判的に

鵜呑みにして受け入れ易いところに問題があ

る。

さて，統計に限らず一般に情報を獲得する過

程，調査の実施過程， interviewの巧拙，費用

の制約などからも，既に企画・設計されたもの

が常にそのまま調査結果として与えられるとい

う保証はない。非協力，調査漏れ，誤記入，無

回答，虚偽の申告，などはおよそあらゆる調査

につきもののことで， このためにもまた調査の

結果としての情報は歪められる。統計の誤差と

Lてはこれもまた上記の非標本誤差に属するも

ので，やはり数学や自然科学によってその源泉

を明らかにしたり補正したりすることはほとん

どできない。略川理論はこれを統計調査の技術

的過程の問題として考察し，ここに発生する誤

差によって歪められた統計を正確性を欠く統計

と見なすのである。

統計の真実性の今一つの面としてのこの正確

性を損なう諸要因には，統計以外の情報一般に

共通のものが少なくなし、。したがって， この面

での統計の吟味・批判は社会情報の利用一般に

もそのまま通用する先例として役立つであろ

う。

多様で大量の社会情報が広い範囲で，しかも

殆ど無時間的なれ、わゆる realtimeの)伝

達システムを経て利用されるようになろうとし

ている現在，社会情報の真実性をめぐる以上の

ような諸問題の検討は，ますます重要になると

言わなければならない。しかし，一方でいわゆ

る情報公聞の必要が強く叫ばれ，その法制化が

求められていながら，社会情報の質の検討はま

だ決して十分とは言えない。又，こうした諸問

題は情報処理・通信システム管理のための工学

的技術の開発によって自動的に解決されるので

はなく，この技術が発展すればするほどかえっ

て困難になるといってもよかろう。多様・大
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量・広域的な社会情報の利用それ自体は，今日

の技術革新の方向を示すもので，それがもたら

す便益 (benefit)は確かに絶大である。しかし

その反面でわれわれが支払わなければならない

コストとして¥，、L、かえれば社会の情報化の影

の部分に，以上に見てきたような，真実性をも

たない個別情報の氾濫という問題があることを

見逃しではなるまい。

11 社会情報をめぐる最近の諸問題

社会情報の真実性をめぐ、る諸問題との深い関

連において，ここでとくに注目しなければなら

ないのは， いわゆる「統計環境の悪化防止j，

「情報公開の推進j，I個人情報(プライヴァシー)

の保護j，I知的所有権の保護j，Iコンピュータ

関連犯罪の処罰と予防j，I情報管理システムの

保安」といった情報化をめぐる今日の諸問題で

ある。いずれも幅広くまた根の深い問題であっ

て系統的な研究を要し，かんたんに解決策の見

いだされるものではないが，情報化社会の今後

の発展を左右する重大な要因になりうるもので

あろう。これらの諸問題は相互に深くかかわり

あい，全体として情報化社会の構造とその発展

を規定するものである。既に必要な対策の法制

化をめぐって法曹界の専門家によって論議が進

められているものも少なくないが6〉， 社会情報

の真実性を考察する上でも軽視できないことが

多い。そのいくつかをここで概観し，問題の所

在を明らかにしておきたい。

情報処理と通信の技術の飛躍的な発展から生

じる上記の諸問題は，いずれも直接あるいは間

接に社会情報の真実性と関係のあるものである

が， とりわけ社会情報が作成される段階でその

内容の真実性に深くかかわるのは，情報公開と

個人情報保護の問題であろう。「統計環境の悪

化」は主要な社会情報の一つである統計につい

てこの数年来特に統計行政の担当機関一一統計

6)堀部政男『プライパシーと高度情報化社会』岩波

新書 (1988年〉。

調査機関ーーにおいて憂慮されている傾向であ

って，主として官庁の統計調査にたいして，被

調査者のなかに非協力，ないしは消極的な姿勢

を示す者が増えているという傾向である。数年

前に九州大学の経済統計学教室が統計調査につ

いての被調査者と調査員の意識を調べたアンケ

ートりや，同様に統計数理研究所による国民の

統計意識についてのアンケートとそれにもとづ

く分析B)にその事情が詳しく述べられている。

また被調査者としての企業の側からも，政府の

統計行政にたいしてきびしい批判と要望が，経

済団体連合会の建議として寄せられている九ー

これらの調査結果や建議の内容については別

の機会に詳しく検討しなければならないが，さ

しあたり特に重要だと思われるのは，つぎの点

である。統計環境の悪化は，たんに統計調査に

直接関係する人びとの統計に関する意識の低さ

だけに起因すると考えてはなるまい。結果とし

ての統計の利用のされ方にもおおいに問題があ

る。本来の統計目的からすれば有り得ないはず

の個別情報が目的外に利用され，個人のプライ

ヴァシーが侵害されるのではなかろうかという

危倶が，調査そのものの実施を困難にし，結果

の真実性を損なうというのがそれである。

情報公開と個人情報の保護をめぐるこのよう

な問題は我が国だけでなく，西ドイツやオラン

ダにおいては調査結果の利用段階で個人のプラ

イヴァシーを犯すという理由で，国勢調査ある

いは人口センサスに差止め，延期の判決がなさ

れ，現行の調査関係法令が大幅に改正されると

いう事態が1980年代の前半に生じている 1030 ア

メリカにおいても1970年代以降， とくに1974年

のプライヴァシ一保護法を中心とする個人情報

7)大屋祐雪「統計環境と統計調査員」法政大学日本
統計研究所『研究所報~ No. 5 (1回O年〉。
8)統計数理研究所「国民の統計意識に関する調査研
究J(1)~(5) Ii'統計情報』 α988年 1~5 月号〉。

9)経済団体連合会「統計行政の諸問題と今後の課題」
『経団連調報』増刊 (1988年8月8日特集号〉。

10)障峻淑子「統計数字の陥し穴Hゆとりの経済』東
洋経済新報社 (1985年〉。
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保護の法制化をめぐって議会の内外で活発な論

戦が続けられ，政府の情報行政，情報活動の変

選につれて，プライヴァシ一保護の思想にも動

揺がみられる 100

管理社会の象徴としての国民総背番号制にた

いする抵抗，個人のプライヴァシ一保護=I個

人情報についての自己決定権の防衛」といった

世論の動向は，それ自体直接には人権にかかわ

る憲法上の問題であるが，同時にそれが正確で

信愚性のある社会情報を獲得できるかどうかを

規定する要因になることは明らかであろう。日

常的な経験としても，中央および地方の行政機

関が保有する多様な個人情報の漏潰や，ダイレ

グトメール(郵便や電話による)の氾濫に驚かさ

れるとき，誰しもプライヴァシーが侵害されて

いるのではという不安をつのらせ，情報提供に

消極的にならざるをえないということも少なく

ない。いずれにしても，社会情報の真実性に大

きな影響がおよぶことは確かで、ある。しかしな

がら， この場合，情報公開と個人のプライヴァ

シ一保護の二原則の聞に直ちに二者択一的な矛

盾だけをみて，単純にいずれか一方のみ，特に

後者のみを強調するのは皮相な見解である。現

行の統計法が成文で，指定統計調査の結果の公

表を義務付ける(統計法 第16条)一方で，個

人，法人，その他の団体の秘密に属する事項の

漏洩または窃用にたいして罰則をもってのぞん

でし、る(同法 第14，15条)のは，もちろん情

報公開の原則を貫くための規制であって，両者

を矛盾するものとみてはなるまい。社会情報に

は個人の秘密はもちろん， I国家秘密J，I企業の

秘密」にかかわるものも含まれているであろう

が， もしこれを理由にして情報の公開全般を不

当に制限するならば，情報の欠如という，プラ

イヴァシ一保護の法益を遥かに越える危険な損

失がもたらされることになろう。行政当局によ

11)伊藤陽一「情報公開， プライヴァシ一保護， コン
ピュータ利用と統計活動Jアメリカ合衆国での展
開過程(1)， (ID 11経済志林』第五五巻第一・三
号 (1987年〉。

る情報の秘匿あるいは虚偽情報の掠造が国民に

いかなる危害を加えるかは，かの第2次世界戦

争中の情報管制が，そしてまた現在で、は職場の

安全や環境汚染についての信頼出来る情報の欠

如，不備がその恐ろしさを雄弁に物語るところ

である。豊富に与えられる個別情報の真実性を

慎重に検討することは情報利用の原則である。

しかし，情報自体の非存在，欠如を克服して，

バランスのとれた社会情報システムの利用によ

る正確な事実認定を達成することは，構造的な

社会認識に不可欠の要件であり，軽視できない

重要な問題であろう。

以上にみたように，情報公開とプライヴァシ

一保護とが対抗関係におかれかねない今日の社

会状況のもとで，社会情報の真実性を高めるこ

とはけっして容易なことではない。「統計環境

の悪化」をつきとめたアンケートの結果から

は，統計に対する被調査者としての国民の統計

に関する関心を高めること，そのための措置と

して統計教育を推進し，統計についての被調査

者と調査員の意識を昂揚するとL、う対策が打ち

出されている。このことの必要はいうまでもな

いが，統計活動(調査と利用)をふくめて，社

会の情報活動の意義が高まりつつある現状で

は，社会情報の質を高め，その利用を有効にす

る努力が特に必要であろう。しかし， この努力

の行われる場においては，政府が情報行政・情

報政策を重視するにともなって，情報活動をめ

ぐる支配と民主の対抗関係もまたきびしくなる

とL、う歴史的傾向が貫いていることを忘れては

ならない。情報処理・通信技術の急速な発展は

今日の社会の歴史的発展傾向であって，社会情

報の効率的な収集と利用のための技術的諸手段

は，第5世代のコンピュータ(人工知能)にむ

けてますます加速度的に改良されるであろう。

しかしこの技術的手段の開発，改善と並行して，

以上に概観した社会情報に固有の諸問題の解決

を図りその真実性を高めなければ， この技術的

手段はもろ刃の剣になって，かえって社会の情

報化を危険な方向に導くことになろう。
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